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１．はじめに 

1990年代半ば以降、イノベーション創出のために産

学連携活動が活発化した。特に国立大学は2004年の法

人化以降、産学連携活動を大学の第三のミッションで

ある社会貢献活動として捉え、自主的な取り組みが行

われてきている。政府の関連施策もあり、多くの大学

で知財本部が設置され、そこでは知的財産管理・活用

や産学連携活動が実施されている。 

国立大学の法人化は、各国立大学の運営に自主性を

与え、各々の特色に基づいた教育・研究・社会貢献を

実施させること可能にしており、産学連携も各国立大

学の特色を反映したものに変化・変質していることが

推測される。 

また、地域イノベーションシステム/地域クラスター

の産学官連携活動の中核として期待されることの多い

地域の国立大学にとって、当該地域の企業等との連携

はまさに地域貢献であり、加えて外部資金獲得の手段

となりうることから、その進展が期待されている。 

しかしながら、このような国立大学法人化が産学連

携活動に与えた影響に関して、実際の産学連携に関す

るデータにより実証的に分析し示した例はほとんどな

い。 

本研究では、産学連携活動のうち、共同研究に関す

るデータを用いて、国立大学の法人化に伴う産学連携

運営方針の変化や各大学の特性（規模・組織整備・地

域性・連携指向等）など産学連携研究の創出に影響を

与える要素を加味し、活動状況の分析を行った結果を

報告する。なお、本研究は09年度末の終了を予定して

おり、本稿ではその中間報告を行う。 

２．民間等との共同研究 

ここでいう共同研究とは、「民間等との共同研究」を

指す。この研究制度は、民間等（大学等の研究の相手

先となる国内営利企業、各種法人、地方自治体など）

から研究者と研究経費を受け入れ、大学等（国立大学、

高等専門学校、大学共同利用機関など）の研究者と産

業界の研究者とが共通の研究課題について対等の立場

で共同して研究を行うもので、1983 年度（昭和 58 年

度）に制度創設された。 

政策研では、従来保有していた1983～2002年度の共

同研究データベースに、文部科学省研究振興局研究環

境・産業連携課より提供いただいた「産学連携等実施

状況調査」の実績（03～07年度）を付加した統合デー

タベースを構築しており、今回の分析では主たるデー

タとしてそれを利用している。 

３．共同研究契約の成長の鈍化 

筆者らは、2003 年度に発表した調査資料１において

共同研究が1995年度以降著しく活性化し、中でも企業

と連携を行う研究が 80%を超えていることを報告し、

その理由として大学が国家および地域イノベーション

システムの中核として大学自身および企業等に認識さ

れ始めたこと、また、その期待に応えるべく政府が連

携を後押しする法制度整備が進められた結果であるこ

とを指摘した。 

2004年度の国立大学の法人化以降も、図1に示した

ように、契約件数は大きく伸びているが、対前年度増

加件数は、2005年度をピークに減少し、成長の鈍化傾

向が見え始めている。大学別の推移では、中規模大学２

で鈍化傾向が顕著であり、地方の中規模大学で行った

ヒアリングにおいても人的資源（研究者数）の不足の

声が聞かれるようになってきた。 
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図1 共同研究契約の推移 

1983～2007年度の累積共同研究契約件数の上位50

校を対象とした研究者数と共同研究契約件数の相関を

算出すると表1のようになり、中規模大学における研

究者数と契約件数の相関が他の大学類型よりも強いこ

とが確認できる。この相関係数が直ちに人的資源の不

足を意味することにはならないが、成長の鈍化と合わ
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せてみると、中規模大学の共同研究の実情を示唆する

一つの指標となろう。 

表1 共同研究契約件数と研究者数の相関 

大学類型 大学数 
相関係数 

（平均値） 

大規模大学 13 0.513 

中規模大学 27 0.707 

理工系中心大学 10 0.370 

注：1993～2006年度の研究者数及び共同研究契約件数の履歴より算出 

４．国立大学法人化の前と後 

法人化後の国立大学の運営方針が産学連携の方向性

に与えた影響を考察するために、先の共同研究累積実

施件数上位50大学について、大規模大学、中規模大学、

理工系中心大学の 3 つの類型ごとに、法人化前と後の

共同研究の実施状況の差異を統計的に検定した。 
（１）企業との共同研究 

図 2 は国立大学が企業と連携する共同研究の実施状

況について、企業と連携する共同研究の件数の割合と

企業のうち中小企業と連携する件数の割合を軸に、法

人化前と後の変化をベクトル図で示したものである。 

ベクトルの起点が法人化前のポジションを、終点が

後のポジションを示している。 

図 2 より、各大学が民間企業と連携する共同研究の

割合（共同研究実施率）は、法人化後、一部の少数の

大学を除いて増加傾向にあることが読み取れる。 
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図2 大学法人化前後の企業との共同研究実施率 
注：法人化前：00-03年度合計件数で評価 

法人化後：04-07年度合計件数で評価 

この法人化前と後の大学類型ごとの差の検定結果と

して、大規模大学は1%水準で有意差有り、中規模大学

は5%水準で有意差有り、理工系中心大学では有意差無

しの結果を得ており、大規模大学と中規模大学では、

法人化後に企業と共同研究する割合が増えていると結

論できる。 

一方、企業のうち中小企業と連携する割合は大学に

よって増減が一様でなく、大学類型では、法人化前後

の検定結果に有意な差はでていない。このことから、

大学類型という群では、個々の大学の契約件数は増加

していても、中小企業の技術支援に共同研究の軸足を

移すような構造的変化は見えてこない。 

さらに、図 3 は、大学の地域内貢献の観点から、大

学と同一地域（ここでは都道府県）に所在する企業と

の連携について、法人化前と後の変化を示したもので

ある。 

ここでも大学ごとに連携率の増減はあるが、大学類

型で評価した場合、地域内の企業との連携（y 軸）で

法人化前後の検定結果に有意な差はでてない。さらに、

地場産業の育成貢献の意味で取り上げた中小企業の地

域内連携の実施状況（x 軸）においても有意な差はで

ていない。 

これらのことから、大学の社会貢献で一番にテーマ

アップされる地域への貢献に関して、大学類型の評価

では、法人化後に規模的拡大（件数増）はあっても、

構造的変化はでていないと結論できる。 
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図3 大学法人化前後の共同研究地域内連携率 
注：法人化前：00-02年度合計件数で評価 

法人化後：05-07年度合計件数で評価 

03/04年度は地域内連携の調査を実施していない 

さて、大学類型とは別に、クラスター分析により法

人化前後の企業との共同研究実施状況について類似し

た特徴を持つ大学を分類してみた。（図4） 

ここではクラスターは大きく 3 つに分けることがで

き、それらの特徴は表 2 のようにまとめることができ

る。 
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図4 企業との共同研究状況によるクラスター分類 

表2 各クラスターの特徴 

 クラスター1 クラスター2 クラスター3 

大学 

大都市圏の大規模

大学が中心。 

大都市圏理工系中

心大学、比較的企業

集積度の高い地域

の中規模大学 

東京から比較的遠

距離に所在する大

学。 

法人

化前 

団体・地公体等との

連携が比較的多い。 

企業は大企業中心。 

団体・地公体等より

も企業との連携が

中心。企業は大企業

が主体。 

団体・地公体等と

の連携が比較的多

い。 

企業は中小企業を

中心に連携。 

法人

化後 

企業との連携率が

大きく増加。 

一方で、中小企業比

率は横這い。 

企業との連携比率

は増加。 

中小企業比率は微

増。 

企業との連携比率

は微増。 

中小企業比率は微

減。 

（２）共同研究の技術分野と相手先企業業種 

次に、共同研究を実施する領域の法人化前と後の変

化を評価するために、技術分野（ライフサイエンス、

など）、および、連携相手である企業業種を取上げ、そ

れらの評価指標として、Jaffe（1986，1989）３の技術

的類似性計測の考え方を利用して検証した。 

Jaffe は、企業間の技術的な類似性を計算するため

に、企業の技術ポジション（technological position）

を①式のベクトル F で定義した。ここで、FKは分野 k

に充てられた研究開発費である。 

),,,( 21 kFFFF ･･･=   ・・・① 

さらに、Jaffe は、技術ポジション・ベクトルF の

内積を用いて、i 企業と j 企業の距離 Pij を②式のよ

うに定義している。Pijは、0 から 1 の値をとり、両企

業の技術ポジションが類似しているほど、1 に近づく

ことになる。 

2/1)])(/[( jjiijiij FFFFFFP ･･･= ・・・② 

ここでは、これを応用して法人化前を i、後を j と

して、技術分野、および、連携相手の企業業種の類似

性をみるためPijを計算した。なお、Pijは大学の共同研

究の実施領域の距離を意味することから、ここでは「領

域距離（field position）」と称することにする。 

領域距離の計算結果は、図5に示す通りである。 
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図5 技術分野と相手先企業業種の類似性 

図 5において、領域距離で0.7 以下（ベクトル間の

角度が45°以上）を相違していると仮定すると、多く

の大学が法人化前と後で大きな変化がない中で、一部

の中規模大学（特に地方大学）は法人化前とは異なる

領域で共同研究を実施していることがわかる。 

共同研究の技術分野で相違領域に位置付けされた大

学は、法人化前に比してライフサイエンス分野の共同

研究費の伸びが大きい共通項を持っている。また、次

いでナノテク・材料といった新技術分野で共同研究が

増えている大学である。 

相手先業種ではサービス業などが減った一方で、製

造業との共同研究費が 4～8 倍に増えた大学が相違領

域に位置付けられている。 

（３）地域の企業分布と比した大学の共同研究方向 

大学が地域内の企業と実施している共同研究の方向

性について、その地域に所在する企業の分布との類似

性を評価するために、企業の業種と規模の 2 つの視点

で評価を行った。 

評価指標は前項と同様に領域距離を用い、2006年度

の大学の地域内連携した共同研究契約件数を示すベク

トルを Fi (業種又は企業規模別件数がベクトル要素)、

地域の企業の分布を Fj（業種又は企業規模別企業数が

ベクトル要素）として業種と企業規模それぞれの Pij
を計算した。ここで、地域の企業分布（企業数）を示

すデータとして、総務省の2006年度事業所・企業統計

調査を用いた。ただし、業種別企業数の統計値は、卸

売・小売業のように、もともと共同研究を余り実施し

ていない業種の企業が数多く存在することから、その

－920－



 

 

ままの企業数で計算すると全ての大学が相違領域に位

置付けされてしまうため、ここでは、卸売・小売業と

サービス業は省いて計算している。従って、ここでは

領域距離の絶対的評価ではなく、大学間の相対的な評

価が適切であろう。 
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図6 地域の企業分布と比した大学の共同研究方向 

図 6 に示す結果から、法人化前後の比較で共同研究

の領域に余り変化の見えなかった大規模大学が逆に他

の大学よりも相違方向（1 から離れる方向）に位置付

けされる。これは、地域に所在する中小企業の構成と

は関わりなく、地域内共同研究連携においても大企業

を中心に共同研究を実施していることを意味する。 

中規模大学、理工系中心大学では、類似方向（1 に

近い方向）に位置付けされる大学は地方に所在する大

学が殆どである。このことから、４．（１）で述べたよ

うに地域企業との共同研究実施率で法人化後の変化は

見えなかったものの、共同研究の連携相手の決定要素

としては、所在地の影響があることがうかがえる。 

５．まとめと今後の課題 

上記のように、本研究の結果、国立大学法人化の共

同研究創出に対する影響に関して、一部の国立大学で

は、法人化の前後において、共同研究の特色が異なっ

てきていることが明らかになった。 

しかしながら、これは大学自身の自主的な取り組み

の結果であるのか、共同研究相手である企業等の意向

によるものか、これまでのところ明確ではない。また、

法人化後に共同研究の技術分野が異なった大学におい

ては、ライフサイエンス分野やナノテク・材料の共同

研究費が増えていることから、企業等との共同研究の

前段階であると考えられる基礎研究費のあり方の変化

が、共同研究のあり方に影響を与えている可能性もあ

る。 

このように国立大学の法人化（並びに知財本部の設

置）が共同研究の創出に与えた影響をより正確に把握

するためには、規模、組織整備状況、地域性、連携指

向等の大学の特性および連携の相手先となる民間企業

の連携マインドを勘案した分析が必要である。このた

め、国立大学の特性（規模、組織整備状況、地域性、

連携指向等）および連携相手先の民間企業の連携マイ

ンドを観測データとして、共分散構造分析を実施して

いる。同分析の結果は、別の機会での報告を予定して

いる。 
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